
渋沢サロンを取り巻く現状について



（１）経済成長率の低下①

イ 高齢化の進行、生産年齢人口の減少

ア 人口の減少

・本県の人口は、約７３３万６千人（２０２２年１１月現在）。
・R２年まで一貫して増加してきたが、今後、自然減が社会増
を上回ることで、人口減に転じる。
・R１７（２０３０）年には約７２０万人、R２２（２０４０年）には７００
万人を下回ることが予想されている。

・本県の６５歳以上の高齢者は、R１７年（２０３０年）には約
２０６万人、R２２年（２０４０年）には約２３０万人まで増加し、
県民の３人に１人が高齢者となる見込みである。
・本県の７５歳以上の後期高齢者は、Ｈ２７年～Ｒ１２年まで
の１５年間で約１．６倍の約１２８万人に増加すると見込ま
れており、この間の増加率は全国で最も高い。
・一方、１５歳～６４歳までの生産年齢人口は、Ｒ１２年（２０
３０年）には約４３３万人、Ｒ２２年（２０４０年）には約３８０
万人まで減少することが予想されている。

H２７年まで「国勢調査」（総務省）、R2年以降は埼玉県推計
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ウ 経済の動向

・リーマンショックや東日本大震災などの影響により、我が国の
経済環境は厳しい状況が続いたが、産業の多様性に富む本県
は景気の落ち込みが緩やかで、H２９年度までの１０年間の県
内総生産の増加額は名目、実質ともに全国３位になった。
・また、交通の要衝としての優位性が評価され、R２年までの１０
年間の企業転入超過数は全国１位となった。
・しかし、R２年には、新型コロナウイルスの影響により、世界経
済成長率は3.2%のマイナス成長で、リーマンショック後のH２１
年を超え、我が国及び本県の経済も大きな影響を受けた。
・今後、ポストコロナを見据えた経済構造、成長モデルへの転換
を進めていくことが課題である。

エ 雇用の動向

・本県の有効求人倍率はＨ２１年度からＨ３０年度にかけて上
昇を続け、雇用情勢は着実に改善が進んでいた。
・一方、企業においては、人出不足が進み、経営に大きな影
響が生じるとともに、少子高齢化による労働力人口の減少と
いう長期的な課題が残る。
・Ｒ２年には、新型コロナウイルスの影響により、県内の有効
求人倍率は低下するとともに、完全失業率は上昇した。
・今後、労働力人口が減少する中にあっても、停滞した経済を
回復させ、持続的な成長や雇用の実現が課題となる。

（１）経済成長率の低下②

「埼玉県県民経済計算2018」、推計は埼玉県推計

「求人・求職及び求人倍率の推移」（埼玉労働局）2



オ エネルギー価格の高騰

カ 為替の変動による影響

約１３年ぶりにガソリン価格が１７０円超となり、企業の経営や家計を圧迫 原油・ガソリン価格の推移

約２０年ぶりの円安水準で、エネルギー・食料価格の高騰に拍車 円相場の推移

（１）経済成長率の低下③

「令和4年度第1回 『強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議』資料
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（２）産業構造

産業構造（業種別構成）

【県内総生産（名目）の業種別構成比（R元年度）】

・業種別構成比を比較すると、製造業（２０．５％）が最も高く、不動産業（１５．４％）、卸売・小売（１１．４％）の順に
続いている。
・産業別構成比を１都３県で比較すると、埼玉県は第２次産業の割合が最も高い。

【製造業の生産額（名目）】
・食料品（16.0%）
・化学（15.0%）
・はん用・生産用・業務用機械（12.6%）
・輸送用機械（10.0%）
・金属製品（7.1%）
・印刷業（6.0%）
・その他の製造業（9.7%） など

※その他の内訳は、
〇電気・ガス・水道業・廃棄物処理業：3.3%
〇情報通信業：2.4%
〇宿泊・飲食サービス業：2.1%
〇農林水産業：0.4%
〇鉱業：0.0%
〇輸入品に課される課税：1.7%

※

県統計課「令和元年度県民経済計算」 4



（３）中小企業の割合、景況感

ア 事業所数及び中小企業の割合

イ 中小企業の景況感

・県内の事業所数は、Ｈ２４年の２４万４，２６３事業所か
ら、Ｈ２６年には２４万８，４６５事業所と増加に転じたが、
Ｈ２８年には２３万９，９６６事業所と、減少に転じている。
・本県の中小企業の構成比は９９．８％である。

・Ｈ２８年以降回復傾向が続いていたが、Ｈ３１年以降は米中
貿易摩擦や消費税増税に続き、新型コロナウイルスの影響
で急速に悪化
・R２年以降は回復傾向にあるが、直近は感染症の再拡大や
原材料価格高騰等の影響で足踏みが見られる。

H28

R2

埼玉県産業労働政策課「埼玉県四半期経営動向調査」（令和４年７月～９月）
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（４）社会情勢や企業を取り巻く環境の変化

新たな社会経済の潮流

ア DXへの対応
・新型コロナウイルスの世界的流行を機に、デジタル技術の
徹底的な活用など新しい価値を生み出す変革「デジタルトラ
ンスフォーメーション（DX）」の加速が求められている。
・社会全体のDXの実現は、産業構造や働き方などに大きな
変革をもたらし、社会に対する様々な課題を解決するととも
に、生活をより便利で、豊かに変える可能性を秘めている。

イ カーボンニュートラルへの対応
・国では、Ｒ２年に「2050年カーボンニュートラル」を宣言、そ
の実現の鍵となるのは、次世代型太陽電池やカーボンリサ
イクルをはじめとした革新的なイノベーションであるとした。
・企業においては、使用するエネルギーを再生可能エネル
ギーで100％賄う「RE100」の取組に参加するなど、脱炭素
経営に向けた取組が本格的に始まっている。
・カーボンニュートラルへの対応を、経済成長の制約やコスト
ではなく、産業構造の転換と力強い成長を生み出す機会と
捉える動きが加速している。

ウ SDGｓの推進
・国は、企業がSDGsの達成を通じて社会課題解決に取り組
むことで、企業の価値向上・競争力の強化につながる可能
性があるとし、SDGsに取り組む企業の支援により、企業の
稼ぐ力の向上と、地域経済の活性化に取り組んでいる。
・新型コロナウイルスの影響が長引く中でも、企業がSDGsに
積極的に取り組む機運が高まっている（中小企業白書）。

参考資料：埼玉県５か年計画（2022-2026） 6



（５）県の企業支援等の現状①

プッシュ型の中小企業支援

事業再構築等支援

県の中小企業・創業支援は個別企業や個人への支援が中心となっている

中小企業支援の例

県内企業とＩＴ企業等のマッチングによる支援

海外ビジネス展開支援の強化
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（５）県の企業支援等の現状②

県の中小企業・創業支援は個別企業や個人への支援が中心となっている

創業支援の例
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